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支出

国保財政の仕組み

① 保険給付に必要な費用を、

全額、市町村へ交付

②災害等による保険料の減

免額等が多額であることや、

市町村における保健事業

を支援するなど、市町村に

特別な事情がある場合に、

その事情を考慮して交付

支出

保険料 保険給付費

支出

保険料 保険給付費

納付金 交付金

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や、保険給付に必要な費用

を、全額、市町村に対して支払う（保険給付費等交付金の交付）ことにより、国保財政の「入り」と「出」を管理する。

※ 都道府県にも国保特別会計を設置

○ 市町村は、都道府県が市町村ごとに決定した納付金を都道府県に納付する。

※ 納付金の額は、市町村ごとの医療費水準と所得水準を考慮

都道府県の国保特別会計

市町村の

国保特別会計

市町村の

国保特別会計 Ａ市

H29まで H30から

公費

・定率国庫負担
・保険料軽減 等

収入

公費

保険料軽減 等

公費

収入定率国庫負担 等

収入
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都 道 府 県

市 町 村

住 民

保険料の賦課・徴収

・納付金の決定

県全体 ○億円

Ａ市 ○億円
Ｂ町 ○千万円

納付金の支払い

都道府県が各市町村が納付金を納
めるために必要な標準保険料率を示
す

市町村ごとの納付金を決定
（医療費水準、所得水準を考慮）

標準保険料率を参考に、各市町村が、
保険料率を決定し、賦課・徴収

徴収した保険料等を財源として
納付金を都道府県に支払い

・標準保険料率
の提示

国保保険料の賦課、徴収の仕組み
①

②

③

④
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県 市 町 村

公

費

等

国保事業費納付金、標準保険料率の算定方法について

Ａ市

(標準的な収納率 88％)

Ｂ町

(標準的な収納率 92％)

（例）

納
付
金
算
定
基
礎
額
（
Ｃ
）

Ａ市の
納付金

Ｂ町の
納付金

Ｃ村の
納付金

保
険
料
収
納
必
要
総
額
（
Ｂ
）

保
険
給
付
費
等
（
Ａ
）

保険料収納必要総額算出

Ｒ村

(標準的な収納率 96％)

国保事業費納付金算定

○市町村の所得水準が同じ場合、
年齢構成の差異の調整後の医療費水準が
高いほど納付金の負担が大きくなり、
医療費水準に応じた負担となる。

○年齢調整後の医療費水準が同じ場合、
市町村の所得水準が高いほど納付金負担が
大きくなり、公平な保険料水準となる。

○標準的な算定方式は３方式
（所得割、均等割、平等割）

標準保険料率

Ａ市の
標準保険料率

Ｂ町の
標準保険料率

Ｃ村の
標準保険料率

○標準的な収納率は、
市町村の収納実態に即し、
市町村ごとに、
過去５か年の平均値。

Ａ市の
保険料率

○県が定めた標準的な保険料率算定
方式等を参考に、実際の算定方式や
保険料率を定め保険料を賦課、徴収

○ ３方式（所得割、均等割、
平等割）

○ 予定収納率：90％

○ ４方式（所得割、資産割、
均等割、平等割）

○ 予定収納率：94％

保険料（税）

Ｂ町の
保険料率

Ｃ村の
保険料率

○ ４方式（所得割、資産割、
均等割、平等割）

○ 予定収納率：97％

○県は、財政運営の責任主体として
①医療費推計から保険給付費等（Ａ）の見込みから、公費等（前期高齢者交付金や定率国庫負担など）を差し引き、保険料収納必要総額（Ｂ）、

県が全体で集めるべき納付金の総額、納付金算定基礎額（Ｃ）を算出する。
②納付金算定基礎額（Ｃ）から、年齢調整後の医療費水準（α）及び所得水準（β）に考慮して各市町村ごとの納付金基礎額（ｃ）を算出し、高額医

療費負担金や激変緩和分等の公費について各市町村ごとに調整を行い、各市町村の納付金（一般分）（ｄ）を算定する。
○市町村は、県が示した標準保険料率を参考に、実際の保険料算定方式や保険料率等を定め、保険料を賦課・徴収

支出 収入
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納付金の配分イメージ

ア 納付金算定基礎額（Ｃ）
を応能分、応益分に区分。

納
付
金
算
定
基
礎
額

（
Ｃ
）

600

イ 所得係数β 全国平均と
比較した、国が示す本県の
所得水準

ウ 激変緩和の観点から、
国基準以外の所得係数を使
うことも可能 β’

所得
シェア×

応益
シェア×

当該市町村の所得が
県全体に占める割合
（所得水準の高さ）

当該市町村の加入者数
と世帯数が県全体に
占める割合

×
医療費
水準

市町村
ごとの
納付金

＝

応
能
分

（
所
得
割
）

応
益
分

（
加
入
者
数
・
世
帯
数
）

40％

60％

当該市町村の医療費水準

納付金額にどの程度反映させ
るかαで調整（０≦α≦１）

沖縄県 β＝0.6851
応能:応益≒0.6851：1

応能分

240

360

Ａ市

応益分

Ｂ町 Ｃ村

60％ 30％ 10％

144 72 24

Ａ市

50％

180

Ｃ村

20％

108

Ｂ町

30％

72

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

Ａ市 Ｂ町 Ｃ村

150 18

医療費
平均以上

108 57

72

195

医療費
平均

医療費
平均以下

① ② ③

① 応能分と応益分に按分する。

【例】
② 応能分を所得シェア、
応益分を応益シェアで按分

③ 医療費水準を反映し、市町村
ごと納付金が決定。

β＝沖縄県、α＝１と設定

医療費
平均以上

医療費
平均

医療費
平均以下

4



令和４年度算定における激変緩和措置について

R03算定の激変緩和

●一定割合＝自然増

H28年度から自然増分以上の

増加分が激変緩和対象

●対象市町村：３村

座間味村、渡名喜村、北大東村

●激変緩和所要額 約489万円

（１村あたり 5～3,80万円）

（財源：国の暫定措置分）

公費のあり方

【激変緩和財源について（全国）】

●R３年度国費 230億円

（内訳）暫定措置 150億円

＋追加激変緩和 80億円

●R４年度国費 140億円

（内訳）暫定措置 100億円

＋追加激変緩和 40億円

激変緩和措置については、令和４年度一人当たり保険料（算定結果）と平成28年度本来集めるべき一人当たり保険料
額（決算ベース）を比較し、一定割合を超える分について、保険料の上昇抑制を図るものである。

基本的に、一定割合 ＝ 自然増分 ＋ δ （δは自然増を超える部分の2／4） により設定する。

R４算定の激変緩和

●一定割合＝自然増＋δ（δは自然増を超える部
分の2／4）

H28年度から自然増分以上の増加分が激変緩
和対象

（自然増は過年度の保険給付費等の伸び率か
ら単年で1.50％を想定。H28年度からの比較では、
６年分の伸び9.34％を見込む）

【理由】

令和４年度は、国保改革制度施行から５年目と
なり、特例基金による激変緩和措置の期限が令
和５年度までの期限であることを踏まえ、

一定割合＝自然増＋δ（δは自然増を超える部
分の２／４） とする。

※国費に残額が生じる場合は、前年度同様に県
全体の納付金を引き下げる。
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